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令和 ５ 年 ６ 月２１日 

 

 

  建 設 業 者 各 位 

 

 

                                                              妙高市長  城  戸  陽  二 

                                                               （ 財 務 課 ） 

 

 

妙高市発注工事等の適正な履行について（通知） 

 

  本市発注工事等の請負契約を締結する際、受注者として守っていただく事項等について下記の

とおりお知らせします。 

  本書をよく承知され、契約を適正に履行され、品質の高い工事目的物を引渡して下さるようお

願いします。 

 

記 

 

１．通知事項 

（１）関係法令及び国等の指導の遵守 

（２）労働災害事故等の防止 

（３）雇用、労働条件の改善 

（４）労働時間の短縮 

（５）建設業退職金共済制度への加入促進 

（６）技術者の届出について 

（７）一括下請負の禁止について 

（８）下請負契約の適正化 

（９）建設業の許可に係る標識の掲示 

 

 

２．上下水道局特記事項 

 

 

３．その他 
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１．通知事項 

 

（１）関係法令及び国等の指導の遵守 

契約の履行について建設業法、労働基準法等の関係法令を承知し、これらに反する行為のな

いよう留意して下さい。 

また、国・県等の指導を守るとともに、特に平成１６年４月１日策定された「新潟県建設生

産システム合理化指導要綱」（以下「合理化指導要綱」という。）は、建設行政の重要な指針で

すので、みなさんは内容をよく承知し守るようにしてください。 

 

（２）労働災害事故等の防止 

１．労働災害事故の防止 

ａ．本市から受注した請負人は、工事の安全施工について工事監督員と十分協議したうえ、

下請負を含めた工事関係人に対する安全衛生教育・指導等の措置をとるほか、保安要

員の適正な配置、地下埋設物の把握及び取扱いの注意、重機等の安全使用等工事の安

全管理体制を強化、事故の絶無に努めてください。 

ｂ．工事現場における安全管理体制等を一層強化し、ヘルメットの着用や標識、防護施設

の設置等はもちろんのこと、特に雪崩や地すべり等の発生が予測される地域において

は、監視体制の充実と徹底を図り、労災事故の未然防止に万全を期してください。ま

た、健康管理に努めてください。 

ｃ．万一、労災事故が発生した場合、いわゆる「労災隠し」は絶対行うことなく速やかに

所定の手続をとってください。 

２．公衆への事故防止について 

工事現場付近の住民、通行者等の安全対策、特に道路工事現場の掘削後の処理（バリケ

ード、赤色灯、防護ネット等の設置）、埋め戻し後の復旧状況、危険な工事に対するフェ

ンス等の設置に関して万全を期してください。 

公衆事故の発生は、公共工事への信頼を失うとともにその後の処理に多大な時間と労力・

費用を要することとなります。安全対策の不備による事故の際は、指名停止等の措置をと

ることもありますので、現場の安全管理には十分配慮し、常時確認をするよう願います。 

なお、工事の着手に当たっては請負人として必要な安全措置のほか、付近住民や通行者

等の理解と協力を得るようにしてください。 

３．工事関係車両による交通事故等の絶滅 

建設工事現場に出入りする工事関係車両については、始業時の点検整備、悪質違反運転

者の排除、適正な運送業者の使用、過積載の禁止を徹底し、労働者の移動及び資機材の運

搬等に当たって、下請負業者も含め交通関係法令を遵守するよう措置し、事故の防止に努

めてください。 

交通規制を必要とする場合は、十分に余裕をもって関係機関へ手続をとってください。 

４．任意保険等の加入 

万一の事故に備えて請負人は、任意の労災保険、第三者に対する損害賠償責任保険等に

加入するように配慮してください。 

５．事故等の発生報告について 

「工事等事故報告要領」に基づき、工事監督員等を経由して市長に早急に報告してくだ

さい。 

    ６．安全訓練等の実施 

工事の施工に際し、現場に即した安全訓練等について、工事着手後、原則として作業員
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全員の参加により月当たり半日以上の時間を割当て、下記の項目から実施内容を選択し安

全訓練等を実施してください。 

    ①安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

    ②工事内容等の周知徹底 

    ③土木工事安全施行技術指針等の周知徹底 

    ④工事における災害対策訓練 

        ⑤工事現場で予想される事故対策 

        ⑥その他、安全・訓練等として必要な事項 

 

（３）雇用・労働条件の改善 

建設業において労働条件や福利厚生等が他の産業に比べて大きく立ち遅れているのが現状で

あり、公共工事の受注者として今後積極的な改善を図っていくことが必要です。 

建設業者のとるべき措置については「合理化指導要綱」に記載されていますが、特に季節労

働者等の賃金については適正な賃金基準を維持し、支払の遅延及び不払いが起こらないよう下

請負業者への指導も含めて十分配慮してください。 

 

（４）労働時間の短縮 

労働基準法で定められた法定労働時間の上限が１日８時間及び１週４０時間、また、法律で

定められた休日は、毎週少なくとも１日となります。 

年次有給休暇については、付与日数が１０日以上付与される労働者は年５日の取得が義務化

されています。 

またＳＤＧｓ取組の１つとなる週休２日取得制度の休日確保の取り組みを進めてください。 

これらの措置は労働者の福祉の向上につながると同時に建設工事の安全衛生対策上極めて重

要なことであるので、遵守するようにしてください。 

 

（５）建設業退職金共済制度への加入促進 

建設業退職金共済制度は、建設現場労働者が事業主を変えて働く場合、各事業主の雇用した

期間をすべて通算して退職金が支払われる制度です。建設労働者の福祉の増進を図り、もって

建設業の健全な発展に資するため、関係機関からこの制度の普及・徹底が要請されているとこ

ろです。 

本市から受注した請負人は、「建設業退職金共済制度に関する事務取扱要領」に基づき制度

の推進に努めてください。 

    なお、手続きは次のとおりです。 

    ＜建設業退職金共済制度に関する報告について＞ 

請負金額が１３０万円以上の建設工事の請負者は、共済証紙を購入した場合は、勤労者退

職金共済機構が定める発注者用掛金収納書を貼付した建設業退職金共済証紙購入状況報告書

を当該対象工事の請負契約締結後１箇月以内に工事所管課へ提出してください。 

また、対象労働者以外の労働者のみで施工する等の理由により共済証紙を購入しない場合

又は本工事着手時に対象労働者数を把握することが困難等の理由により掛金収納書の提出が

遅延する場合は、建設業退職金共済証紙（無購入・購入遅延）理由書に共済証紙を購入しな

い理由又は購入が遅延する理由、共済証紙の購入予定日等を記載して、工事請負契約締結後

１箇月以内に工事所管課へ提出してください。 
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（６）技術者の届出について 

建設業法では建設工事を施工する建設業者は、すべて主任技術者又は監理技術者を置かな

ければならないと定めています。各専門工事が組み合って発注された建設工事にあっては、

これら主任技術者又は監理技術者のほかに専門工事に係る技術者を置かなければなりません。 

本市建設工事請負契約約款第１１条では、これらの技術者の通知を請負人に義務付けてお

りますが、複数の組み合わさった工事を請負人が自ら施工する場合で専門技術者の届出がな

い場合は、主任技術者又は監理技術者がその資格を有しているか確認する必要があります。

特に一式工事において、各専門工事又は附帯工事に係る技術者がいない場合は、当該建設工

事に係る許可を受けた建設業者に下請けさせる必要があるので、この点留意してください。 

契約に基づく技術者の通知は、元請負人に係るものを求めています。しかし、重層的な下

請関係がある場合には、建設業法では、各下請負人についても主任技術者の設置が義務付け

られていますので、この点も把握しておくことが必要です。 

また、工事現場における専任の主任（監理）技術者、現場代理人の配置等は、次のとおり

です。 

１．工事現場における専任の主任（監理）技術者及び現場代理人の設置 

請負金額が４，０００万円（建築一式工事においては８，０００万円）以上となる場合

には、工事現場に専任で主任（監理）技術者を配置しなければなりません。 

また、請負金額にかかわらず、現場代理人を定め、工事現場に常駐させなければなりま

せん。ただし、市が発注する工事の地元事業者の受注促進を図るため、同一人の現場代理

人が他工事と兼任できるものとする。（詳細は、「建設工事における現場代理人兼任の取扱

い要領」のとおり。） 

２．下請契約代金の合計金額が、４，５００万円（建築一式工事においては７，０００万円）

以上になる場合には、監理技術者資格者証の交付を受けた者を監理技術者として専任で設

置する必要があります。（監理技術者を設置しなければならない工事の請負業者は、特定建

設業の許可業者に限られます。） 

３．主任（監理）技術者と現場代理人は、同一人が兼ねてもかまいません。 

４．工事に着手した場合には、工事着手届により主任（監理）技術者及び現場代理人の氏名、

生年月日等を届け出るとともに、これらの者が有資格者であるときは合格証書等の資格を

証するものの写し、監理技術者のときには、監理技術者資格者証に加え、過去５年以内に

監理技術者講習を受講したことを示す「監理技術者講習修了証」（登録機関が発行）の写し

を添付してください。 

 

（７）一括下請負の禁止について 

本市では建設工事請負契約約款第６条で、工事の全部若しくはその主たる部分の一括下請負

を全面禁止しています。法及び規則等を遵守して市民の信頼に応えてください。 

また、一括下請負の禁止は元請負人によるものだけでなく、重層的な下請関係にあるもの全

てに関して及ぶものであり、このようなことがないよう十分注意してください。 

 

（８）下請負契約における代金支払の適正化等 

  １．下請負契約の適正化については、「合理化指導要綱」によるところですが、元請負人は

後日紛争の起こることのないよう適正な下請契約を締結するとともに、本市が前払金、部

分払をしたときは速やかに相応する金額をできる限り現金で下請負人に支払ってください。

また、請負代金の支払を手形で行う場合には手形期間は１２０日以内とするようにしてく

ださい。 
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本市では、下請工事の施工に係る紛争防止のため、特に約款第５１条を規定しています

ので、この点十分留意願います。 

    ２．施工体制台帳等の作成 

特定建設業者は、市から直接工事を請け負った場合において、当該建設工事を施工する

ため下請負契約を締結した場合は、建設工事の適正な施工を確保するため 

        ①当該建設工事について、下請負人の商号又は名称、当該下請負人に係る建設工事の内

容等を記載した施工体制台帳等を作成し、工事現場ごとに備え置くとともに、この施

工体制台帳の写しを市に提出しなければなりません。（法律上義務づけ） 

        ②当該建設工事における各下請負人の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、

これを当該工事現場の見やすい場所及び、公衆が見やすい場所にも掲示しなければな

りません。（法律上義務づけ） 

 

（９）建設業の許可に係る標識及び特定建設業者に係る施工体系図の掲示 

１．建設業法第４０条では、建設業者はその店舗及び建設工事の現場ごとに公衆の見やすい

場所に、いわゆる「建設業の許可票」を掲げなければならないことになっています。 

２．特定建設業者にあっては、同法第２４条の７の規定により当該建設工事における施工体

制台帳を備え付けるとともに、本市に対し、施工体制台帳の写しを提出しなければならな

いものとし、実際の工事現場の点検を本市から求められた場合これを拒否できないものと

なっています。 

３．入札案件すべてについて、下請契約を締結した場合は、施工体系図を作成し、施工計画

とあわせて監督員に提出してください。（変更が生じた時は、その都度更新してください。） 

これら標識及び施工体系図等は、建設業法上最低限求められるものであります。 

 

（１０）施工管理関係について 

    １．着手期限内に必ず着手し、中断することなく工期内竣工を遵守してください。なお、施

工計画書は、現場を十分に把握して作成のうえ提出し、現場に備え付けてください。特に

工程表は、実施工程で作成してください。 

    ２．施工に当たっては自主施工の原則から設計内容を熟知し、施工管理基準に基づきバラツ

キのない出来形及び品質向上に努めてください。また、施工中における地元の要望等につ

いては、監督員との連絡を書面にて行い、誤解やトラブル等を起こさないように心がけて

ください。 

    ３．監督員との協議や立ち会い等については連絡を密にし、日取りには十分な余裕をもたせ

てください。その際、打合せ簿や段階確認書等の書面にて内容等を記録してください。 

    ４．地下埋設物については、管理者の立ち会い等を行い事故防止に努めてください。掘削及

び舗装に際しては、事前に必要な調査を行ってください。特に、下水道管渠埋設済み路線

における舗装工事の際には、マンホール蓋や調整リング等の損傷の有無を必ず事前に調査

し、施工にあたっては、鍵穴からの骨材等の落下防止に努めてください。 

    ５．建設廃棄物に関しては、建設リサイクル法（「建設工事に係る資材の再資源化等に関する

法律」）に基づき、適正な分別、再資源化等をしなければなりません。 

    ６．受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（マニュフェ

スト）により、適正に処理されていることを確認するとともに監督員・検査員に提示して

ください。 

    ７．土砂砕石又は加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合には再生資源利用計画
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を所定の様式に基づき作成し、施工計画書に含め監督員に提出してください。 

また、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、

建設汚泥または建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再生資源利用促進計画

を所定の様式に基づき作成し、施工計画書に含め監督員に提出してください。 

    ８．出来形成果品は、商品であるとの認識と責任を常にもって、施工にあたってください。 

    ９．竣工に当たっては、現場の後始末や道路の清掃等を責任をもって行い、地域住民や用地

関係者には迷惑をかけないよう誠意をもって対応してください。 

 

（１１）検査関係について 

    １．中間技術検査 

完成検査を補完するために完了時点では不可視、手直しの困難な工事などの確認を行い、

品質の確保、向上及び工事の良好な完成を図ることを目的に、中間技術検査を行います。 

  ※中間技術検査対象工事 

    ①設計金額１，０００万円以上の工事 

②設計金額５００万円以上１，０００万円未満で中間技術検査を実施しても工程の進捗

に支障がない工事 

③設計金額１３０万円以上１，０００万円未満で工程の途中で不可視部分の確認が必要

な工事及び安全管理実施状況の確認が必要な工事 

    ２．完成検査 

        検査にあたっては、受注者又は現場代理人が必ず立ち会ってください。 

 

 

 

２．上下水道局特記事項 

（１）道路等掘削を伴う工事を施工する場合は、事前に上下水道局へ連絡し、上下水道管の埋設

の有無を確認のうえ施工してください。 

（２）誤って水道管等を破損させた場合は、工事を中止し、至急上下水道局へ連絡してください。 

 

 

 

３．その他 

（１）ガス管に関することは、妙高グリーンエナジー㈱にお問い合わせください。 

（電話：０２５５-７８-７６０５） 


